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Ｑ１．最近の住宅着工の動向を教えてください 

  国土交通省「住宅着工統計」によると、 2014 年 4 月の消費税率引き上げを機に大き

く落ち込んだ住宅着工ですが、 15 年になると反動減は一巡し、持ち直しに向かいま

した（図表 1）。その後、15 年末にかけて持ち直しが一服したものの、16 年以降、再

び水準を高めています。これには、持家が省エネ住宅ポイントの着工期限を前にした

駆け込み需要もあって年度末にかけて持ち直したこと、貸家が相続税対策などで高水

準を維持していること、分譲マンションが大型案件の着工もあって増加していること

などが要因として挙げられます。  

  もっとも、長い目で見ると、住宅着工は減少傾向にあります（図表 2）。現在の耐震

基準が導入された 1980 年以降の住宅着工の動きを見ると、80 年代後半～ 90 年代中頃

にかけてピークをつけた後、91 年のバブル崩壊や 97 年の金融危機、08 年のリーマン・

ショックなどの大きなショックを機に徐々に水準を落とし、15 年度には 92.1 万戸と

ピーク時の半分程度の規模となっています。  

 

図表 1.住宅着工の推移（ 2013 年～）  

 
図表 2.住宅着工の長期推移  
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Ｑ２．空き家が増えていますね 

  総務省「住宅・土地統計調査」によると、空き家の数は年々増加しています（図表 3）。

2013 年時点で住宅ストックの総数は 6063 万戸、世帯数は 5210 万戸ですから、居住

世帯のない住宅を空き家と定義すれば 1、853 万戸もの空き家が存在することになり

ます。住宅ストックに占める空き家の数を表す空き家率は 14.1％に上り、上昇傾向

で推移しています。ストック面から見ると、住宅は供給過剰の状態にあると言えます。 

 

図表 3.住宅ストックの内訳と空き家率の推移  

 

 

Ｑ３．住宅の需要はまだ減少しますか？  

  今後も住宅需要は縮小していくことになります。最大の原因は、人口の減少と高齢化

の進展です。  

  総務省「住宅土地統計調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

および「日本の世帯数の将来推計」をもとに、日本の総人口と世帯数の動きを見ると、

総人口はすでに減少に転じていることが分かります（図表 4）。世帯数の増加は続い

ていますが、今後は総人口の減少テンポが加速する中で頭打ちとなり、 20 年度以降

は減少傾向に転じる見込みです。別荘などのように、ひとりで複数の住宅を所有する

ケースはあまり多くありませんので、総人口や世帯数の減少は住宅需要の減少に直結

することになります。  

  また、高齢化の進展も住宅需要には悪影響を及ぼします。家計の持家率は年齢が上が

るにつれて高くなる傾向があるため、高齢化が進むと、新たに住宅を購入しようと考

える人々・世帯（持家需要）は減少します。また、家計の持家率の上昇は借家率の低

下と同義であるため、借家住まいの人々・世帯（借家需要）の減少にもつながります。 

                                                   
 
1  空 き家率は定義によって異 なります。より厳密には、居住世帯なしの住宅から、一時現在者のいる住宅 と建 築
中の住宅 を除いたベースや、そこからさらに別荘などの二次的住宅 を除いたベースが用いられます。13 年度時点で
前者は 1 3 . 5％、後者は 1 2 . 8％でした。  
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図表 4.総人口と世帯数の推移と見通し  

 

 

  もっとも、人口の減少テンポや高齢化率、人々の持家志向、借家志向などは全国一律
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  借家需要はどうでしょうか。借家需要は、 1980 年代後半にかけて団塊世代の持家率

が高まる中で三大都市圏、地方圏ともに増加テンポが鈍化しましたが、 90 年代に団

塊ジュニア世代が 20 歳代に突入し、新たに家庭を設けるようになると再び増勢を強

めました（図表 6）。  

  その後、団塊ジュニア世代の住宅取得が進むにつれて借家需要の増加幅は縮小へ向か

い、 2000 年頃に地方圏では減少に転じました。一方、三大都市圏では首都圏を中心

に若年層の流入が続いたため、 10 年にかけて一時伸びを高めるなど底堅く推移しま

したが、足元では地方圏と同じく減少しています。今後も高齢化は進み、 20 年頃に

は世帯数も減少に転じることから、借家需要の減少テンポは三大都市圏、地方圏とも

に加速していく見通しです。  

 

 図 表 6.借家需要の推移と見通し  
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図表 7.家を買うなら新築？中古？  

 

 

図表 8.空き家の内訳と推移（地域別）  
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図表 9.住宅の取得件数の内訳と推移  

 

 

Ｑ５．住宅着工はまだ減りそうですね 
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  また、利用関係別に見ると、持家、貸家、分譲、給与、いずれも減少基調が続く見通

しです（図表 11）。  

  持家の着工は 2015 年度実績の 28.4 万戸から 30 年度には 20.6 万戸へ、貸家は 38.4 万

戸から 16.9 万戸へ、分譲は 24.7 万戸から 22.7 万戸へ、給与住宅は 0.6 万戸から 0.3

万戸へ減少すると予想されます。  

 

図表 11.利用関係別着工の見通し（全国）  
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ポで減少することになりそうです。もっとも、三大都市圏では地方圏よりも中古住宅
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効果は三大都市圏の方が大きいと考えられます。  
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図表 12.住宅着工の見通し（地域別）  

 

 

Ｑ６．空き家はどこまで増えますか？ 

  今後も空き家は増え続ける見通しです。フローである住宅着工の減少幅が拡大してい

くことから、今後、住宅ストックの増加テンポは鈍化するものの、 2020 年度には世

帯数が減少に転じるため、住宅の建て替え・滅却が劇的に進まない限り、空き家は増

え続けることになります。空き家率は 13 年度の 14.1％から急上昇し、 30 年度には

23.2％まで達する見込みです（図表 13）。  
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滅却し、新しい住宅を建てていくといった住宅ストックの新陳代謝の活性化と、それ

による住宅ストックの質の向上がこれまで以上に求められます。中古住宅の流通市場

の成長を妨げるものであってはならないものの、空き家の有効活用を促す政策に加

え、空き家の建て替えや滅却を促す様な一層の政策的後押しが期待されます。  

 

図表 13.住宅ストックの内訳と空き家率の見通し  

 
 

図表 14.住宅ストックと空き家率の見通し（地域別）  
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図表 15.空き家の内訳の見通し（地域別）  
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